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Ⅰ 伐採、造林、保育その他森林の整備に関する基本的な事項

１ 森林整備の現状と課題

本市は、兵庫県の南東部に位置し、総面積は５，３４４haである。森林面積は

２，０５４haで、総面積の３８％となっている。森林面積の内、民有森林面積は２，

０５４haである。そのうちヒノキを主体とした人工林の面積は２８６haであり人工

林率は１３．９％で県平均よりかなりの低い値で、施業の共同化が行いにくい状況

である。また、森林所有者の林業への意欲や関心が急速に減退、管理不十分な森林

が増加しており、市民ニーズに応じた森林整備が必要である。

また、林業そのものも、高度経済成長にともなうライフスタイルの大きな変化や、木

材価格の低迷、担い手の不足などから縮小し、昭和６１年に川西市森林組合が解散後、

川西市林業研究会がそのあとを引き継いだが、林業を取り巻く内外の状況は、より厳し

く、また、林産物の生産においても、高齢化が進み、将来的にどのような展望をもって

取り組むかが課題となっている。

一方、近年、森林や里山の持つ多様な機能が見直され、市北部の里山林は、伝統の製

炭業が営まれ、貴重な生きた里山として注目されている。

２ 森林整備の基本方針

(１) 地域の目指すべき森林資源の姿

生活の中で、木のぬくもりや、炭の持つ機能などが見直され、薪ストーブなど環

境や地球にやさしいエコライフが注目される中、本市の豊富なクヌギ・コナラなど

の広葉樹を活用し、伝統ある製炭業の継承など林業を元気にする森づくりを目指す。

また、その広葉樹の活用により形成される里山林を活用し、都市住民が身近に森を

感じ、積極的にかかわれるような森づくりを目指す。

(２) 森林整備の基本的な考え方及び森林施業の推進方策

森林の整備にあたっては、森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮させ

るため、水源かん養、山地災害防止、生活環境保全、保健文化又は木材等生産の各

機能の充実と併存する機能の発揮に配慮しつつ、それぞれの森林が特に発揮するこ

とを期待されている機能に応じて、本市内の森林を「水源の涵養の機能の維持増進

を図るための森林施業を推進すべき森林」、「土地に関する災害の防止及び土壌の

保全の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林」、「快適な環境の

形成の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林」、「保健文化機能

の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林」、「木材の生産機能の維持増

進を図るための森林施業を推進すべき森林」の５つの区域に区分し、重視すべき機

能に応じた適正な森林施業の実施により、健全な森林資源の維持造成を図るととも

に、路網整備を推進し、効率的な森林施業を適正な森林経営が行われるよう必要な

支援を行う。また、本市の森林の大半は、里山機能を重視することから、里山整備

を図ることを主として、人と自然の共生林とし自然環境の保全を図る。
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３ 森林施業の合理化に関する基本方針

森林施業の共同化、林業の担い手の育成、林業機械化の推進を図る。

Ⅱ 森林の整備に関する事項

第１ 森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く）

１ 樹種別の立木の標準伐期齢

地域森林計画に定める立木の標準伐期齢に関する指針に基づき、主要樹種につ

いて、平均成長量が最大となる年齢を基準とし、森林の有する公益的機能、平均

伐採齢及び森林の構成を勘案した標準伐期齢は表１－１のとおりである。

なお、標準伐期齢は、地域を通じた標準的な立木の伐採（主伐）の時期に関す

る指標として定めるものであるが、標準伐期齢に達した時点での森林の伐採を促

すためのものではない。

表１-１

２ 立木の伐採（主伐）の標準的な方法

伐採にあたっては、気候、地形、土壌等の自然条件を踏まえ、森林の有する

公益的機能の発揮を確保するため、伐採の規模、周辺の伐採地との連担等を十

分考慮し、伐採区域を複数に分割して一つの区域で植栽を実施した後に別の区

域で伐採したり、帯状又は群状に伐採することにより複層林を造成したりする

など、伐採を空間的、時間的に分散させる。

また、伐採・搬出に当たっては、地形等の条件に応じて路網と架線を適切に

組み合わせる。特に、急傾斜地その他の地形、地質、土質等の条件が悪く土砂

の流出又は林地の崩壊を引き起こすおそれがあり、林地の更新又は土地の保全

に支障を生じる場所において伐採・搬出する場合には、地表を極力損傷しない

よう、集材路の作設を避け、架線集材によることとする。

このほか、「主伐時における伐採・搬出指針の制定について」（令和３年３

月16日付け２林整第1157号林野庁長官通知）を踏まえ、現地に適した方法によ

り行うこととする。

立木竹の伐採のうち主伐については、更新（伐採跡地（伐採により生じた

無立木地）が、再び立木地となること）を伴う伐採であり、その方法につい

ては、皆伐又は択伐によるものとする。

ア 皆伐

皆伐については、主伐のうち択伐以外のものとする。皆伐にあたっては、気

候、地形、土壌等の自然的条件及び公益的機能の確保の必要性を踏まえ、適切

地 域 樹 種

スギ ヒノキ マツ その他針葉

樹

広葉樹

全 域 ３５年 ４０年 ４０年 ４５年 １５年
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な伐採区域の形状、１箇所当たりの伐採面積の規模及び伐採区域のモザイク的

配置に配慮し、伐採面積の規模に応じて、少なくともおおむね２０ｈａごとに

保残帯を設け適確な更新を図ることとする。

○人工林の場合

① 皆伐は、１箇所あたりの伐採面積を適当な規模とするとともに、伐採箇所

についても努めて分散を図ることとし、落石等の防止、寒風害等の各種被害

の防止及び風致の維持等のために必要がある場合には保護樹帯を積極的に

残すなど、気象害の防止や林地の保全及び公益的機能の発揮に配慮するもの

とする。

② 主伐の時期は、樹種ごとの生産目標に対応する径級に達した時期に行うも

のとし、公益的機能のより高度な発揮及び多様な木材需要に対応できるよう、

地域の森林構成等を踏まえ、多様化、長期化を図るよう努めるものとする。

③ 公益的機能の観点から皆伐等の施業が適切でない育成単層林の箇所につ

いては、部分伐採を促進し郷土樹種や広葉樹による混交林化等、複層林施業

の導入を図るものとする。

④ 主伐の目安は表１－２のとおりとする。

表１－２

○天然林の場合

皆伐は植栽が確実に実施されるか、地域の既往の林業施業等から判断して、

ぼう芽の発生や稚樹の生育が確実に見込まれ、天然更新が確実な林分で実施

するものとする。

イ 択伐

択伐については、主伐のうち、伐採区域の森林を構成する立木の一部を伐

採する方法であって、単木・帯状又は樹群を単位として伐採区域全体ではお

おむね均等な割合で行うものであり、材積にかかる伐採率が３０％以下（伐

採後の造林が植栽による場合にあっては４０％以下）の伐採とする。

択伐にあたっては、森林の有する多面的機能の維持増進が図られる適正な

樹 種
標準的な施業体系

主伐時期の目安
生産目標 仕立て方法 期待径級

ス ギ
一般建築用材 中仕立て 30 ㎝ 40 年

一般建築用材 中仕立て 32 ㎝ 60 年

ヒノキ
一般建築用材 中仕立て 22 ㎝ 45 年

一般建築用材 中仕立て 26 ㎝ 60 年

マ ツ 一般材等 中仕立て 20 ㎝ 40 年
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林分構造となるよう一定の立木材積を維持するものとし、適切な伐採率によ

ることとする。

○人工林の場合

① 単木択伐による場合は、森林生産力の増進が図られる適正な林分構造に誘

導するよう適切な伐採率、繰り返し期間により行うものとする。

② 群状択伐、帯状択伐による場合は、適切な伐採区域の形状、伐採面積の規

模、伐採箇所の分散等に配慮して行うものとする。

また、単層林から複層林化を進める場合は、強度の間伐や主伐として択伐

を実施していく。

○天然林の場合

人為と天然力の適切な組み合わせにより複数の樹冠層を構成する森林に

確実に誘導する観点から、気候、地形、土壌等の自然的条件を踏まえ、森林

を構成している樹種、林分構造等を勘案し、稚樹や母樹の保存、優良なぼう

芽を発生させることに配慮し、伐採を行うものとする。

３ その他必要な事項

林地の保全、落石等の防止、寒風害等の被害の防止及び風致の維持等のため

に必要がある場合には、所用の保護樹林帯を設置することとする。

第２ 造林に関する事項

１ 人工造林に関する事項

人工造林については、植栽によらなければ的確な更新が困難な森林や公益的機

能の発揮の必要性から植栽を行うことが適当である森林のほか、木材等生産機能

の発揮が期待され、将来にわたり育成単層林として維持する森林において行うこ

ととする。

（１） 人工造林の対象樹種

人工造林の対象樹種は、表２－１に示すとおりであり、植栽に係る樹種につ

いては、スギは沢沿いから斜面下部（南斜面の乾燥した土壌を除く。）、ヒノ

キは斜面中から上部を基本として選定するものとする。

なお、定められた樹種以外の樹種を植栽しようとする場合は、林業普及指導

員又は本市林務担当部局とも相談の上、郷土種を選定するなど生物多様性の保

全にも留意して適切な樹種を選択するものとする。
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表２－１

（２） 人工造林の標準的な方法

ア 人工造林の樹種別及び仕立ての方法別の植栽本数

植栽本数は、表２－２に示す本数を標準として決定する。

なお、定められた標準的な植栽本数の範囲を超えて植栽しようとする場合、

または、コンテナ苗などを導入する場合には、林業普及指導員又は本市林務

担当部局とも相談の上、適切な植栽本数を決定するものとする。

表２－２

イ その他人工造林の方法

人工造林は、表２－３に示す方法を基準として行うものとする。

表２－３：その他人工造林の標準的な方法

※コンテナ苗の活用や伐採と造林の一貫作業システムの導入も現場の状況に応

じて検討する

区 分 樹 種 名 備 考

人工造林の対象樹種 スギ、ヒノキ、クヌギ、ケヤ

キ

樹 種 仕立ての方法 標準的な植栽本数（本／ha） 備 考

スギ 中仕立て ３，５００

ヒノキ 中仕立て ３，５００

マツ 中仕立て ４，０００

広葉樹 － ３，０００～４，０００

区 分 標 準 的 な 方 法

地ごしらえの

方法

等高線沿いに堆積する全刈筋積を原則とする。なお、急傾斜地帯

の崩壊の危険性のある箇所や防風効果を利用して植栽木を寒風から

保護したい箇所等については、等高線沿いの筋状地拵えを行い林地

の保全に努めるものとする。

植付けの方法 全刈地拵えの場合は正方形植えを原則とし、筋状地拵えの場合は

等高線に沿って、できるだけ筋を通して植え付けるものとする。植

え付け方は丁寧とする。

植栽の期間 ２～３月中旬までに行うことを原則とし、秋植えする場合は、苗

木の根の成長が鈍化した時期に行うものとする。
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（３） 伐採跡地の人工造林をすべき期間

森林の有する公益的機能の維持及び早期回復並びに森林資源の造成のため、伐採

跡地の人工造林をすべき期間は、伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から

起算して、皆伐の場合は２年、択伐の場合は５年とする。

２ 天然更新に関する事項

天然更新については、気候、地形、土壌等の自然条件、林業技術体系等からみて、主

として天然力の活用により適確な更新が図られる森林において行うこととする。

また、以下に示す内容により、森林の確実な更新を図るものとする。

（１） 天然更新の対象樹種

天然更新の対象樹種は、表２－３－１に示すものとする。

表２－３－１：天然更新の対象樹種

（２） 天然更新の標準的な方法

ア 天然更新の対象樹種の期待成立本数

天然更新をすべき立木の本数は、３，０００本／ｈａ（ただし、周辺の植生の

草丈に一定程度の余裕高を加えた樹高以上のものに限る｡）とする。ここで、更新

すべき立木の本数は、期待成立本数であるha当たり１０，０００本に１０分の３

（立木度）を乗じたものとする。また、天然更新補助作業の標準的な方法は、表

２－４－２に示す方法を基準として行うものとする。

天然更新の対象樹種 スギ、ヒノキ、アカマツ、クロマツ、クリ・ナラ類、シ

イ・カシ類、ブナ、ホオノキ、ケヤキ、ミズメ、ヌルデ、

タラノキ、シロダモ、リョウブ、ヤマウルシ、ヤマハゼ、

ネズミモチ、ヤブニッケイ、ヤブツバキ、タブノキ、クス

ノキ、ヤマモモ等、その他県内に自生し高木性の樹種を対

象とする。

ぼう芽による更新

が可能な樹種

クヌギのほか、上記のうちスギ、ヒノキ、アカマツ、クロ

マツを除いたものとする。
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表２－４－１：天然更新の対象樹種の期待成立本数

イ 天然更新補助作業の標準的な方法

天然更新補助作業の標準的な方法は、表２－４－２に示す方法を基準として行うもの

とする。

表２－４－２：天然更新補助作業の標準的な方法

ウ その他天然更新の方法

伐採跡地の天然更新をすべき期間以内に伐採跡地の天然更新の状況を確認し、

天然更新をすべき立木の本数に満たず天然更新が困難であると判断される場合

には天然更新補助作業又は人工造林により確実に更新を図ることとする。

（３） 伐採跡地の天然更新をすべき期間

伐採跡地の天然更新をすべき期間は、伐採が終了した日を含む年度の翌年

度の初日から起算して伐採後５年以内とする。ただし、立地条件や周辺環境

によっては、森林の有する公益的機能の維持を発揮するため、早期回復を図

ることとする。

樹 種 期待成立本数

スギ、ヒノキ、アカマツ、クロマツ、クリ・ナラ類、

シイ・カシ類、ブナ、ホオノキ、ケヤキ、ミズメ、ヌル

デ、タラノキ、シロダモ、リョウブ、ヤマウルシ、ヤマ

ハゼ、ネズミモチ、ヤブニッケイ、ヤブツバキ、タブノ

キ、クスノキ、ヤマモモ等、その他県内に自生し高木性

の樹種

１０，０００本／ｈａ

区 分 標 準 的 な 方 法

地表処理 ササや枝条等の粗腐植の堆積等により、天然下種更新が阻害されて

いる箇所については、かき起こし、枝条整理等の地表処理を行い種子

の定着及び発育の促進を図るものとする。

刈り出し 天然稚樹の生育がササなどの下層植生により阻害されている箇所

については、稚幼樹の周囲を刈り払い、稚幼樹の成長の促進を図る

ものとする。

植え込み 天然下種更新及び萌芽更新の不十分な箇所については、経営目標

等に適した樹種を選定して植え込みを行うものとする。

芽かき 萌芽更新を行った箇所において、目的樹種の発生状況により必要

に応じて優良芽を１株当たり２～３本残すものとし、それ以外は掻

き取ることとする。
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３ 植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に関する事項

該当なし

４ 森林法第10条の9第4項の規定に基づく伐採の中止又は造林をすべき旨の命令の基準

森林法第１０条の９第４項の規定及び、伐採及び伐採後の造林の届出制度市町村事

務処理マニュアル（平成 24年７月林野庁森林整備部計画課）に基づくほか次のとおり
定める。

（１） 更新に係る対象樹種

ア 人工造林の場合

1の(1)による。

イ 天然更新の場合

2の(1)による。

（２） 生育しうる最大の立木の本数

植栽によらなければ適確な更新が困難な森林以外の森林の伐採跡地における植

栽本数の基準として、天然更新の対象樹種の立木が５年生の時点で、生育し得る

最大の立木の本数として想定される本数を表２－４－１に準じて１０，０００本

／haとし、当該対象樹種のうち周辺の草丈に一定程度の余裕高を加えた樹高以上
のものについて、その本数に１０分の３を乗じた本数以上の本数を成立させるこ

ととする。

５ その他必要な事項

該当なし

第３ 間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の標準的な方法その他

間伐及び保育の基準

間伐及び保育は、これまで造成されてきた人工林を健全な状態に維持していく上で

必要不可欠な作業である。しかしながら、本市においては35年生以下の人工林の林分

が多く占めているが、間伐及び保育が十分に実施されてない状況にあることから、間

伐及び保育作業について適切な時期及び方法により実施されるよう、計画的に推進す

ることとする。

１ 間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法

間伐は、材積に係る伐採率が３５％以下であり、かつ伐採年度の翌年の初日から

起算しておおむね５年後においてその森林の樹冠疎密度が１０分の８以上に回復

することが確実であると認められる範囲内で行うものとし、表３－１に示す内容を

標準として、過度の競争関係を緩和することを旨として、森林の立木の成長度合い

等を勘案し、適正な時期、方法により実施するものとする。
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表３－１

※標準伐期間未満の平均的な間伐の実施時期の間隔は、１０年ごととする。

標準伐期間以上の平均的な間伐の実施時期の間隔は、１５年ごととする。

樹

種

施業体系 植 栽

本 数

間伐を実施す

べき標準的な
林齢（年） 標 準 的 な 方 法 備考

仕立

方法

生産

目標

１

回
目

２

回
目

３

回
目

４

回
目

ス

ギ

中仕

立て

中径材

伐期

40 年

3,500 15 20 25 30

間伐材積率は、概ね２

０～３０％とする。

初回は林分構成の適正

化を図るように形成不良

木等に偏ることなく行う

こととする。

２回目以降は、主伐時

まで残存すべき優れた形

質の木を選択し、それ以

外の木を適正な間隔をお

いて選木する。

ヒ

ノ

キ

中仕

立て

柱 材

伐期

45 年

3,500

22 30 37 －

中径材

伐期

60 年

22 30 37 45
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２ 保育の種類別の標準的な方法

保育は、表３－２に示す内容を標準として、当該森林の植生状況、立木の成長度合い

等を勘案し、適正に実施するものとする。

表３－２

種

類

樹

種

実施すべき標準的な林齢及び回数
保 育 の 方 法

林齢 1 5 10 15 20

下

刈

ス

ギ

① ⑧

5 ～ 8回

植栽木が下草より抜け出

るまで行う。実施時期は造

林木の生長が最盛期となる

直前とし、６～８月頃を目

安とする。ヒ

ノ

キ

① ⑩

5 ～10回

つ

る

切

り

ス

ギ

① ⑧

1 ～ 2回

下刈り終了後、つるの繁

茂の状況に応じて行う。

実施時期は、６～７月頃

を目安とする。

ヒ

ノ

キ

⑮

除

伐

ス

ギ

⑧

1 回

下刈り終了後、林冠が閉

鎖した時期に、造林木の生

長を阻害したり、阻害が予

想される侵入木や形成不良

木を除去する。実施時期は

８～１０月頃を目安とする。

ヒ

ノ

キ

⑩ ⑮

2 回

枝

打

ス

ギ

⑧ ⑯ 林冠が閉鎖し、林木相互

間に競争が生じ始めた頃か

ら、病害虫の発生予防・材

の完満度を高めるために行

う。実施時期は樹木の生長

休止期とする。

3 回（打ち上げ 4m ）

ヒ

ノ

キ

⑩ ⑱

4 回（打ち上げ 6m ）
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３ その他必要な事項

該当なし

第４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項

１ 公益的機能別施業森林の区域及び当該区域内における施業の方法

（１） 水源の涵養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林

ア 区域の設定

水源かん養保安林や干害防備保安林、ダム集水区域や主要な河川の上流に位

置する水源地周辺の森林、地域の用水源として重要なため池、湧水地、渓流等

の周辺に存する森林、水源涵養機能が高い森林など水源の涵養の機能の維持増

進を図るための森林施業を推進すべき森林を別表１により定めるものとする。

イ 施業の方法

森林施業の方法として、下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とし、

伐期の間隔の拡大を図ることとする。また、以下の伐期齢の下限に従った森林

施業を推進すべき森林の区域を別表 2に定めるものとする。

森林の伐期齢の下限

（２） 土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能、快適な環境の形成の機能又

は保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林その他水源

涵養機能維持増進森林以外の森林

ア 区域の設定

次の①から④までに掲げる森林の区域を別表１に定めるものとする。

① 土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能の維持増進を図るための森林施

業を推進すべき森林

土砂崩壊防備保安林、土砂流出防備保安林、なだれ防止保安林、落石防止保安

林や、砂防指定地周辺、山地災害危険地区等や山地災害の発生により人命・人家

等施設への被害のおそれがある森林、山地災害防止機能の評価区分が高い森林等

② 快適な環境の形成の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林

飛砂防備保安林、潮害防備保安林、防風保安林、防雪保安林、防霧保安林、防火

保安林や、国民の日常生活に密接な関わりを持ち塵等の影響を緩和する森林、風害、

霧害等の気象災害を防止する効果が高い森林、快適環境形成機能が高い森林等

③ 保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林

保健保安林、風致保安林、都市緑地法に規定する緑地保全地域及び特別緑地保全

地 域 樹 種

スギ ヒノキ マツ その他針葉

樹

広葉樹

全 域 ４５年 ５０年 ５０年 ５５年 ２５年
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地区、都市計画法に規定する風致地区、文化財保護法に規定する史跡名勝天然記念

物に係る森林、キャンプ場・森林公園等の施設を伴う森林などの国民の保健・教育

的利用等に適した森林、史跡等と一体となり優れた自然景観等を形成する森林、特

に生物多様性の保全が求められる森林、保健・レクリエーション、文化、生物多様

性保全機能が高い森林等

④ その他の公益的機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林

(1)のア及び①から③までに掲げるもののほか、必要に応じ、その森林の有す

る公益的機能の維持増進を特に図るための森林施業を推進すべき森林について

定めるものとする。

イ 施業の方法

森林施業の方法として、アの①に掲げる森林においては、地形・地質等の条件を

考慮した上で伐採に伴って発生する裸地化の縮小並びに回避を図るとともに天然力

も活用した施業を、アの②に掲げる森林においては、風や騒音等の防備や大気の浄

化のために有効な森林の構成の維持を図るための施業を、アの③に掲げる森林にお

いては、憩いと学びの場を提供する観点からの広葉樹の導入を図る施業や美的景観

の維持・形成に配慮した施業を、特に地域独自の景観等が求められる森林において、

風致の優れた森林の維持又は造成のために特定の樹種の広葉樹（以下「特定広葉樹」

という。）を育成する森林施業を行うことが必要な場合には、当該森林施業を、アの

④に掲げる森林においては、当該森林において維持増進を図るべき公益的機能に応

じた施業をそれぞれ推進する。

また、アの①から③までに掲げる森林については、原則として複層林施業を推進

すべき森林として定め、複層林施業によっては公益的機能の維持増進を特に図るこ

とができないと認められる森林については択伐による複層林施業を推進すべき森林

として定める。

ただし、適切な伐区の形状・配置等により、伐採後の林分においてこれらの機

能の確保ができる森林は、長伐期施業を推進すべき森林として定めるものとし、

主伐を行う伐期齢の下限について、樹種別、地域別に標準伐期齢のおおむね２倍

以上とするとともに、伐採に伴って発生する裸地の縮小及び分散を図る。

アの①から④までに掲げる森林の区域のうち、公益的機能の維持増進を図るた

め、以下の伐期齢の下限に従った森林施業その他の森林施業を推進すべきものを当

該推進すべき森林施業の方法ごとに別表 2に定めるものとする。

長伐期施業を推進すべき森林の伐期齢の下限

地 域 樹 種

スギ ヒノキ マツ その他針葉

樹

広葉樹

全 域 ６０年 ７０年 ７０年 ８０年 ３０年
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２ 木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域及び当

該区域内における施業の方法

（１） 区域の設定

林木の生育に適した森林、林道等の開設状況等から効率的な施業が可能な森林、

木材等生産機能が高い森林で、自然的条件等から一体として森林施業を行うことが

適当と認められる森林など木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進

すべき森林の区域を別表１に定めるものとする。

（２） 森林施業の方法

木材等林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給するため、生産目標に応じた主

伐の時期及び方法を定めるとともに、植栽による確実な更新、保育及び間伐等を推

進することを基本とし、森林施業の集約化､路網整備や機械化等を通じた効率的な森

林整備を推進する。

【別表１】

【別表２】

区 分 森林の区域 面積（ha）

水源の涵養の機能の維持増進を図るための

森林施業を推進すべき森林
林班 ８，９，１０，

２３，２４，２５，２６，

２７，２８，２９，３０，

３１

土地に関する災害の防止及び土壌の保全の

機能、快適な環境の形成の機能又は保健文化

機能の維持増進を図るための森林施業を推

進すべき森林

林班 １５，２９，３６

の各一部

快適な環境の形成の機能の維持増進を図る

ための森林施業を推進すべき森林

保健文化機能の維持増進を図るための森林

施業を推進すべき森林
林班 ３～１０，１２，

１７～３１，３３～３７

木材の生産機能の維持増進を図るための森

林施業を推進すべき森林
林班 １５，３２

施業の方法 森林の区域 面積（ha）

伐期の延長を推進すべき森林

長伐期施業を推進すべき森林

複層林施業

を推進すべ

き森林

複層林施業を推進すべき森林

（択伐によるものを除く）

択伐による複層林施業

を推進すべき森林

特定広葉樹の育成を行う森林施業を推進す

べき森林
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３ その他必要な事項

該当なし

第５ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促進に関する事項

１ 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大に関する方針

本市における森林所有者の状況、森林施業の実施状況、民間事業体等への施業の委

託状況等を踏まえ、森林経営計画制度を活用し、森林の集約化を図り、不在村森林所

有者が多い地域にあっては、当該所有者に対する普及啓発活動を強化し、民間事業体

等への長期施業受委託による森林の整備の推進に努めるものとする。また、森林所有

者に対して施業の具体的な内容や収支見込み等を示す「森林施業プランナー」の育成

を図り、提案型による集約化施業の推進を図る。

２ 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大を促進するための方策

森林所有者（不在村を含む）等への長期の施業の委託等森林の経営の委託の働きか

け、森林の経営の受託等を担う林業事業体等の育成、施業の集約化に取り組む者に対

する森林の経営の受託等に必要な情報の提供、助言及びあっせん、地域協議会の開催

等により、計画的な森林施業及び経営の受託を図ることとする。

３ 森林の経営の受委託等を実施する上で留意すべき事項

長期の施業の受託等森林の経営の受託の方法については、関係者間で錯誤が無いよ

う同意のうえ行うこと。また、立木の育成権の委任の程度や金銭に係る事項等、契約

内容について関係者間で確認を行うこと。

４ 森林の経営管理制度の活用に関する事項

森林所有者が自ら森林組合等に施業の委託を行うなどにより森林の経営管理を実行

することができない場合には、森林経営管理制度の活用を図り、森林所有者から経営

管理権を取得した上で、林業経営に適した森林については意欲と能力のある林業経営

者に経営管理実施権を設定するとともに、経営管理実施権の設定が困難な森林及び当

該権利を設定するまでの間の森林については、森林環境譲与税を活用しつつ、市町村

森林経営管理事業を実施することにより、適切な森林の経営管理を推進する。

５ その他必要な事項

該当なし
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第６ 森林施業の共同化の促進に関する事項

１ 森林施業の共同化の促進に関する方針

本市では、市及び林業研究会が中心となって小規模森林所有者や不在村森林所

有者等の森林における適正な森林施業を実施するため、市、林業研究会、森林所

有者等地域ぐるみで推進体制を整備し、森林施業の共同化を促進する。

２ 施業実施協定の締結その他森林施業の共同化の促進方策

森林施業を効率的に実施するため、施業の共同化を図り集団的な作業量を確保し、

作業路等基盤整備、機械の導入を促進して生産性の向上を図り、合理的な林業経

営を推進する必要がある。

そのため、施業実施協定の締結を促進する等、造林・保育及び間伐等の森林施業

を民間事業体等に委託することにより、計画的な森林施業を図ることとする。

３ 共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項

（１） 共同で森林施業を行う者（以下「共同施業者」という。）全員により各年度の当

初

に年次別の詳細な実施計画を作成して、代表者等による実施管理を行うこととし、間

伐を中心として施業は可能な限り共同で行い、場合によっては県内の森林組合等への

委託により実施する。

（２） 作業路網その他の施設の維持運営は、共同施業者により実施する。

（３） 共同施業者の一人が、施業等の共同化につき遵守しないことにより、その者が他の

共同施業者に不利益を被らせることがないよう、予め個々の共同施業者が果たすべき

責務等を明らかにする。

（４） 共同施業者の合意の下、施業実施協定の締結に努める。

４ その他必要な事項

該当なし
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第７ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項

１ 効率的な森林施業を推進するための路網密度の水準及び作業システムに関する事項

地域森林計画を踏まえ、効率的な森林施業を推進するための林地の傾斜区分や搬出

方法に応じた路網密度の水準について表７－１に記載する。

表７－１ 単位 m/ha

※路網密度の水準は、木材搬出予定箇所に適用し、尾根、渓流、天然林等の除地には適用しない

２ 路網の整備と併せて効率的な森林施業を推進する区域に関する事項

作業路網等の整備と併せて効率的な森林施業を推進する区域（路網整備等推進区域）

は、地形、地質、森林の有する機能等を踏まえ区域を設定する。

３ 作業路網の整備に関する事項

（１） 基幹路網に関する事項

ア 基幹路網の作設に係る留意点

安全の確保、土壌の保全等を図るため、適切な規格・構造の路網の整備を図る

観点等から、林道規程（昭和48年４月１日48林野道第107号林野庁長官通知）又は

林業専用道作設指針（平成22年９月４日22林整整第602号林野庁長官通知)を基本と

して、都道府県が定める林業専用道作設指針に則り開設する。

イ 基幹路網の整備計画

基幹路網の開設にあたっては、自然条件や社会的条件が良好であり、将来にわ

たり育成単層林として維持する森林を主体に整備を加速化させるなど森林施業の優

先順位に応じた整備を行うこととする。

区分 作業シ

ステム

基幹路網 細部路網 路網密度

林道 林業専用道 小計 森林作

業道

緩傾斜地

（ 0°～15°）
車両系 15～20 20～30 35～50 65～200 100～250

中傾斜地

（15°～30°）
車両系 15～20 10～20 25～40 50～160 75～200

架線系 0～35 25～75

急傾斜地

（30°～35°）
車両系 15～20 0～5 15～25 45～125 60～150

架線系 0～25 15～50

急峻地

（35°～ ）

架線系 5～15 － 5～15 － 5～15
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単位 延長：km 面積：ha

ウ 基幹路網の維持管理に関する事項

「森林環境保全整備事業実施要領」（平成14年３月29日付け13林整整第885号林野

庁長官通知）、「民有林林道台帳について」（平成８年５月16日付け８林野基第158

号林野庁長官通知）等に基づき、管理者を定め、台帳を作成して適切に管理する。

（２） 細部路網に関する事項

ア 細部路網の作設に係る留意点

継続的な使用に供する森林作業道の開設について、基幹路網との関連の考え方や

丈夫で簡易な規格・構造の路網を整備する観点等から森林作業道作設指針（平成22

年11月17日林整整第656号林野庁長官通知）を基本として、都道府県が定める森林作

業道作設指針に則り開設する。

イ 細部路網の維持管理に関する事項

森林作業道作設指針等に基づき、森林作業道が継続的に利用できるよう適正に管

理する。

４ その他必要な事項

１から３までのほか、山土場、機械の保管庫、土捨場等木材の合理的な搬出を行う

ために必要な施設その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項について

表７－３に記載する。

表７－３

第８ その他必要な事項

１ 林業に従事する者の養成及び確保に関する事項

（１）林業に従事する者の養成及び確保の方向

本市には森林組合がなく、業務量が少ないこと等から労務班員の通年雇用が難

しく、林業研究会や流域内の市町と共同で林業の担い手の養成・確保を検討する。

（２） 林業労働者，林業後継者の養成方策

ア 林業労働者の育成

開設/

拡張

種類 (区分) 位置 路線名 (延長

及び箇

所数)

(利用

区域

面積)

うち前

半5年

分

対図番

号

備考

開設 該当なし

開設計

拡張 該当なし

拡張計

施設の種類 位置 規模 対図番号 番号

該当なし
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林業研究会や流域内の市町と共同で林業の担い手の養成・確保を検討する。

イ 林業後継者等の育成

林業研究会、林業者等を対象とし、各種講習会や先進地視察等を実施し、

林業経営先進技術等の普及・調査・研究、情報交流の活動を行い、林業の普

及啓発及び後継者の育成に今後も努めることとする。

（３） 林業事業体の体質強化方策

本市には森林組合がなく、業務量が少ないこと等から労務班員の通年雇用

が難しく、林業研究会や流域内の市町と共同で体質強化について検討する。

２ 森林施業の合理化を図るために必要な機械の導入の促進に関する事項

（１） 林業機械の導入の促進方向

機械化について、機械の効率的使用の観点から、林業研究会や流域内の

市町と共同で推進を図る。

（２） 高性能機械を主体とする林業機械の導入目標

該当なし

（３） 林業機械化の推進方策

該当なし

３ 林産物の利用の促進のために必要な施設の整備に関する事項

木材の流通に対する施策としては、市内の齢級配置から考えて、間伐を中心に

その計画的実行を図り、間伐材の商品化及び需要開発を検討し有効利用を目指す。

今後の取り組みについては、生産者組織の育成および品質の向上を図り、地域

ぐるみで、産地形成並びに集出荷体制の整備を推進し、生産振興を図ることとする。

木材の流通、加工、販売施設等の整備計画及び特用林産物の生産、流通、加工、

販売施設の整備計画については表８による。

表８ 林産物の生産（特用林産物）・流通・加工・販売施設・の整備計画

Ⅲ 森林の保護に関する事項

第１ 鳥獣害の防止に関する事項

１ 鳥獣害防止森林区域及び当該区域内における鳥獣害の防止の方法

（１） 区域の設定

「鳥獣害防止森林区域の設定に関する基準について」（平成28 年10 月20

日付け28林整研第180 号林野庁長官通知）に基づき、ニホンジカ等の対象

鳥獣の別に、当該対象鳥獣により被害を受けている森林及び被害が生ずるお

施設の種類 現状（参考） 計画 備考

位置 規模 対図番号 位置 規模 対図番号

該当なし
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それのある森林等について、その被害の状況や当該対象鳥獣の生息状況を把

握できる全国共通データ等に基づき、林班を最小単位として鳥獣害防止森林

区域を別表９に定めるものとする。

今後も情報の把握に努めながら、主に人工林における食害や剥皮害等の被

害状況の調査結果等により、必要に応じて区域設定を行うこととする。

（２） 鳥獣害の防止の方法

鳥獣害の防止の方法について、対象鳥獣の別に、当該対象鳥獣による被害の

防止に効果を有すると考えられる方法により、次のア又はイに掲げる鳥獣害防

止対策を地域の実情に応じ単独で又は組み合わせて推進するものとする。被害

対策については特に人工植栽が予定されている森林を中心に推進する。

なお、アに掲げる防護柵については改良等を行いながら被害防止効果の発

揮を図るよう努めるとともに、鳥獣害防止対策の実施に当たっては鳥獣保護

管理施策や農業被害対策等と連携・調整するものとする。

ア 植栽木の保護措置

保護柵の設置又は維持管理、幼齢木保護具の設置、剥皮防止帯の設置、

現地調査等による森林のモニタリングの実施等を行うものとする。

イ 捕獲

わな捕獲（ドロップネット、くくりわな、囲いわな、箱わな等によるも

のをいう。）等の実施等を行うものとする。

表９

２ その他必要な事項

鳥獣害の防止の方法の実施状況の確認は、必要に応じて現地調査や各種会議での

情報交換、区域内の森林所有者等からの情報取集等により行うものとする。

鳥獣害の防止の方法が実施されていない場合には森林所有者等に対する助言・指

導等を通じて鳥獣害の防止を図るものとする。

第２ 森林病害虫の駆除及び予防、火災の予防その他の森林の保護に関する事項

１ 森林病害虫等の駆除及び予防の方法

（１） 森林病害虫等の駆除及び予防の方針及び方法

① 松くい虫被害対策

森林病害虫等防除法に基づき予防・駆除対策を効率的・効果的に実施し、被害

のまん延を防止する。

② ナラ枯れ被害対策

対象鳥獣の種類 森林の区域 面積（ha）
シカ 該当なし



20

市内においては減少傾向にあるもののナラ枯れについては、関係機関と連

携して被害対策に努め、被害の拡大を防止し、森林の公益的機能の低下を防

止する。

（２） その他

森林病害虫等による被害の未然防止のため、早期発見及び薬剤等による早期駆

除などに向け、地元行政機関、森林所有者等の連携による被害対策や被害監視か

ら防除実行までにかかる地域の体制づくりを行う。

２ 鳥獣害対策の方法（第１に掲げる事項を除く）

第１の１（１）において定める対象鳥獣以外の鳥獣による森林被害及び鳥獣害防止

森林区域外における対象鳥獣による森林被害については、植栽、間伐等の森林施業等

に応じた計画的な防護柵の設置、食害防止ネット等の設置等の森林被害対策を行う。

また、野生鳥獣の被害や生息の動向等に応じた森林被害対策を行う。

３ 林野火災の予防の方法

林野火災の防止のため、初期防火用水の整備をし、地域住民に対する防火対策のた

めの普及啓発を行う。火災に関する警報が発せられた場合は山林等での火入れ、喫煙

等を禁止するなど市の火災予防条例に則した対応を行い、火災の発生を予防する。

４ 森林病害虫の駆除等のための火入れを実施する場合の留意事項

火入れの目的は、造林のための地ごしらえ、開墾準備、害虫駆除、焼畑、牧草地

の改良等を行う場合とし、火入れを行う前日までに、消防、地区消防分団長、隣接

する所有者（自治会）に必ず通知、連絡を行うとともに市消防本部に連絡すること

とする。

なお、火入れの際に、気象条件により強風・異常乾燥注意報など火災警報が発令

された場合は、火入れを行わず、火入れした場合は速やかに消火すること。

５ その他必要な事項

（１） 病虫害の被害を受けている等の理由により伐採を促進すべき森林

該当なし

（２） その他

該当なし

Ⅳ 森林の保健機能の増進に関する事項

該当なし
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Ⅴ その他森林の整備のために必要な事項

１ 森林経営計画の作成に関する事項

森林経営計画の作成にあたっては、次に掲げる事項に充分留意し、適切に行う

こととする。

（１） Ⅱの第 2の 3の植栽によらなければ適確な更新が困難な森林における主伐後の

植栽

（２） Ⅱの第 4の公益的機能別施業森林等の整備に関する事項

（３） Ⅱの第５の 3の森林の経営の受委託等を実施する上で留意すべき事項及びⅡの

第６の 3の共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項

（４） Ⅲの森林の保護に関する事項

２ 生活環境の整備に関する事項

該当なし

３ 森林整備を通じた地域振興に関する事項

市北部の国崎、一庫から黒川地区にかけては、古くから製炭業が営まれ、貴重な

里山景観は多くの来訪者をひきつけ、市民の憩いの場として利用されている。しか

し、生活の中で炭が使われなくなり、製炭業を営む農家が減少し、高齢化も進んだ

ことから、貴重な里山の荒廃が進んできている。今後は、地域住民等が森林整備に

積極的に参画できるよう推進する。また、間伐などの体験活動を通じて森林環境教

育等への森林利用を推進する。

４ 森林の総合利用の推進に関する事項

地域の特色を生かした資源の活用や、都市との交流を森林を介して行い活性化

を図るなど、多様な森林整備を推進する。

なお、周辺の教育施設や県立公園、公的施設等と連携し、森林の総合利用を推進する。

５ 住民参加による森林の整備に関する事項

(１) 地域住民参加による取り組みに関する事項

市内の小学生に対して、自然の大切さとふるさとへの愛着をはぐくむため、

公民館による学習講座、各市立小学校による里山体験学習等積極的に活用す

るものとする。

(２) 上下流連携による取組みに関する事項

近年、森林に対する要請や価値観の多様化により、森林づくりに直接参加

しようとする機運が高まり、森林ボランティア数団体が、市中北部地域で活

動している。そこで本市においては、森林ボランティア等の活動を支援する

ため、活動状況や受け入れ情報を収集するとともに、本市からも市民に情報

提供していく。

また、企業の地球環境への貢献活動として企業による森林保全活動が増え
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る中、県の関係団体とも協力し、活動の側面的支援を行っていく。

（３） 法第10条の11の8第2項に規定する施業実施協定の参加促進対策

該当する森林において行う間伐又は保育その他の森林施業の共同化及び

そのために必要な施設の整備を行う。

６ 森林経営管理制度に基づく事業に関する事項

該当なし

７ その他必要な事項

（１) 森林施業の技術及び知識の普及・指導に関する事項

森林施業の円滑な実行確保を図るため、県等の指導機関、林業研究会との

連携をより密にし、普及啓発、経営意欲の向上に努めるものとする。

（２） 保安林その他法令等制限林に関する事項

保安林その他法令により、施業について制限を受けている森林については、

当該制限に従い施業を実施するものとする。



付属参考資料

１　　人口及び就業構造

（１）　　人口及び就業構造

計 男 女 計 男 女 計 男 女

実数 76,885 84,022 22,030 11,330 10,700 41,391 19,545 21,846 

47.8% 52.2% 13.7% 7.0% 6.6% 25.7% 12.1% 13.6%

76,030 83,853 20,638 10,536 10,102 21,331 10,584 10,747 

47.6% 52.4% 12.9% 6.6% 6.3% 13.3% 6.6% 6.7%

73,682 82,334 18,611 9,606 9,005 20,844 10,177 10,667 

47.2% 52.8% 11.9% 6.2% 5.8% 13.4% 6.5% 6.8%

計 男 女 計 男 女 計 男 女

34,572 16,780 17,792 41,391 19,545 21,846 40,592 18,251 22,341 

21.5% 10.4% 11.1% 25.7% 12.1% 13.6% 25.2% 11.3% 13.9%

30,381 14,677 15,704 39,939 19,154 20,785 47,594 21,079 26,515 

19.0% 9.2% 9.8% 25.0% 12.0% 13.0% 29.8% 13.2% 16.6%

24,199 11,664 12,535 43,266 20,916 22,350 49,096 21,319 27,777 

15.5% 7.5% 8.0% 27.7% 13.4% 14.3% 31.5% 13.7% 17.8%

（市年齢・男女別人口表資料）

（２）　　産業部門別就業者数等

第3次
産業

分類不
能の産
業

農業 林業 漁業 小計

うち木
材・木
製品製
造業

実数 529 17 2 548 13,701 － 47,186 2,392 

0.83% 0.03% 0.86% 21.47% 73.93% 3.75%

529 17 2 548 13,701 － 47,186 2,392 

0.83% 0.03% 0.00% 0.86% 21.47% 73.93% 3.75%

557 9 1 567 14,175 － 47,927 1,766 

0.86% 0.01% 0.00% 0.88% 22.00% 74.38% 2.74%

（国勢調査）

総　　　　数 ０～14歳 15～29歳

30～44歳 45～64歳 65歳以上

第１次産業 第2次産業

年次

平成22年 160,907 

（上段は
人数、
下段は
構成比）

平成2７年 159,883 

令和２年 156,016 

年次 総数

平成22年 63,827 

（上段は
人数、
下段は
構成比）

平成27年 63,827 

令和2年 64,435 
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（３）　　森林の齢級別面積
階級別 １．２ ３．４ ５．６ ７．８ ９．１０ １１齢級

区　分 齢級 齢級 齢級 齢級 齢級 以上

ｈａ ｈａ ｈａ ｈａ ｈａ ｈａ

2,054.48 0.00 0.71 18.43 39.24 33.96 1,962.14 

286.16 0.00 0.5 9.25 39.24 28.14 209.03 

1,738.36 0.00 0.21 9.18 0.00 5.82 1,723.15 

（備考） 森林計の総数には無立木地等の面積29.96ｈａを含む

（兵庫県資料、森林簿）

（４）　　保有山林面積規模別林家数

林家数

1 1 1

1

4

（2020農林業センサス）

（５）　　林道の状況

路線数 延長

　－　ｋｍ

５　　市町村における林業の位置づけ

（１）　　産業別市町内総生産額 （単位：百万円）

（平成30年度兵庫県市町民経済計算）

（２）　　製造業の事業所数、従事者数、現金給与総額

（令和3年工業統計調査）

森林計

人　工　林

天　然　林

面　積　規　模

１～３　ｈａ 10～20　ｈａ 50～100　ｈａ

３～５　ｈａ 20～30　ｈａ 100～500　ｈａ

５～10ｈａ 30～50　ｈａ 500　ｈａ以上

総　　数

区　　分 林道にかかる利用区域面積 林道密度

民有林林道 　－　ｈａ 　－　ｍ/ｈａ

　　　　　　　　　　　　総　　生　　産　　額　　　　　　　　　　　　　　（Ａ） 338,318 

　　　　　第　１　次　産　業 263 

　　うち林業　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ） 14 

　　　　　第　２　次　産　業 41,860 

　　うち木材・木製品製造業　　　　　　　（Ｃ） 0 

　　　　　第　３　次　産　業 294,273 

　　　　　輸入品等に課される税・関税 1,922 

事業所数 従事者数（人） 現金給与総額（百万円）

全製造業　　　（Ａ） 88 2,492 1,104,231 

うち木材・木製品製造業

（Ｂ）

総　数

内
　

訳

0 0 0 
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（６）　　林業関係の就業者数

うち
作業員数

（林業統計書・市業務資料）

（７）　　林業機械等設置状況 該当なし

総数 公有林 森林組合 会社 個人 その他

（市業務資料）

（８）　　林産物の生産状況
種類 なめこ 黒炭

生 乾
㎥ 千本 ｋｇ ｋｇ ｋｇ ｋｇ
26 0 1,880 250 30 30,000 

（令和元年度兵庫県林業統計書）

従業者数

森林組合 － －

生産森林組合 － －

素材生産業 － －

製材業 － －

合　　　　計 － －

区　　分　

集材機

モノケーブル
（ジグザグ集材施設）

リモコンウインチ
（無線操縦による木寄機）

自走式搬器
（リモコン操作による巻き上げ搬機）

運材車
（林内作業車）
ホイールトラクタ

（主として索引式集材用）
動力枝打機

（自動木登り式）
トラック

（主として運材用のトラック）
グラップルクレーン

（グラップル式のクレーン）

計

（高性能機械）

フェラーバンチャ
（伐倒、木揃用自走式）

スキッダ
（索引式集材車両）

プロセッサ、グラップルソー
（枝払、玉切、集積用自走機）

ハーベスター
（伐倒、枝払、玉切、集積用自走機）

フォワーダ
（積載式集材車両）

タワーヤーダ
（タワー付き集材機）

しいたけ

生　　産　　量

区分 組合事業者数 備　　考

素材 苗木
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主伐

皆伐

択伐

間伐

除伐

人工林

天然林

造林

単層林

複層林

用　語　集

建築材等に利用できる時期（伐期）に達した樹木を伐採収穫すること。基本的
に次世代の樹木の育成（更新）を行う伐採で、更新伐採ともいい、更新を伴わな
い間伐などとは区別される。

一定範囲の樹木を一時的に全部または大部分伐採すること。主伐の一種。伐
採及び跡地の造林が容易になる反面、森林の一時的喪失による公益的機能の
低下などに留意する必要がある。

森林内の樹木の一部を抜き伐りすること。森林施業の一つ。成熟木を数年から
数十年ごとに計画的に択伐することにより、林分の状態を大きく変化させずに、
持続的に森林を管理・経営できる。

育成過程の林分で、樹木（林木あるいは立木）の利用価値の向上と森林の有す
る諸機能の維持増進を図るため、目的とする樹木の密度を調整する伐採のこ
と。抜き切りともいう。間伐した材を間伐材という、一般に除伐後、主伐までの間
に育成の句的に応じて間断的に行われる。

育成対象となる樹木（林木）の生育を妨げる他の樹木を切り払う作業。一般に、
下刈りを終了してから、植栽木の枝葉が成長して互いに接し合う状態になるま
での間、数回行われる。

人工造林や天然更新など、人手を加えて成立した森林のこと。天然林（自然
林）に対する語。

主として天然（自然）の力によって成立した森林のこと。天然林には稚樹が不足
する部分へ苗木を植栽するなど一部に人為を加えたもの（育成天然林）も含ま
れる。

現在ある森林、あるいは無立木地に手を加えることにより目的にあった森林を造
成すること。造林の方法は、人工造林と天然更新に大別される。

森林の一定面積を一度に伐採し、人工更新により造成された森林のこと。一斉
林ともいう。

人工更新により造成され,、樹齢、樹高の異なる樹木により構成されている森林
のこと。一斉林、単層林に対する語。一部分の樹木を伐採して植林を行うことに
より造成される。
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広葉樹

針葉樹
樹木を葉の形態で分類した名称。スギやマツなど。

路網

水土保全林

水源かん養

里山

薪炭林

特用林産物

萌芽更新

樹木の葉を形態で分類した名称。針葉樹に対する語。カシワ、ケヤキ、クスなど
は、扁平な葉をもった樹木。葉の寿命が１年以上の常緑樹と１年未満の落葉樹
とに分けられる。常緑樹にはシイ、カシ、クス、ツバキ、ヒサカキなどがある。落葉
樹にはケヤキ、ブナ、ナラ、クロモジなどがある。

森林内にある公道、林道、作業道の総称。または、公道、林道、作業道など適
切に組み合わせた全体をいう。

水源かん養機能または山地災害防止機能を重視する森林のこと。森林・林業
計画で重視すべき機能に応じて森林を３区分したうちの１つ。下層植生が生育
するための空間が確保され、適度な光が射し込み、落ち葉などの有機物が土壌
に豊富に供給され、下層植生とともに樹木の根が深く広く発達し、土壌を保持
する能力や水を蓄える能力が高まる。

降雨が地下に浸透し、ゆっくりと流れ出ることは水資源の確保に役立ちます。森
林の持つこうした機能を水源かん養機能と呼んでいます。また、土壌や土砂の
流出を防止するなど、森林は水とのかかわりの中で多面的な機能を果たしてい
る。

集落や人里の近くにあり、かっては薪炭用財や山菜などを採取していたところ。
里山に広がる森林を「里山林」と呼ぶ場合がある。人間生活とのかかわりが深
く、地域の経済活動と密着していたが、エネルギー革命や土地開発などによっ
て失われる傾向にあり、維持・保全への危機感が高まっている。

薪及び木炭の原材料の生産を目的とする森林のこと。通常、２０～３０年の周期
で伐採され、萌芽芽によって更新されるものが多い。

森林から生産・採取された産物のうち、建築やパルプなどに使われる一般用材
を除いた品目の総称。主なものとして、シイタケ、エノキダケ、ナメコ、クリ、クル
ミ、ワサビ、タケノコ、山菜など。薬用としてセンブリの茎と根など。建材などとして
竹材、桐材など。他に繊維用原料、樹脂、油脂原料、精油原料など。

伐根や接地した枝から出る新しい芽（萌芽）を成長させて森林を更新すること。
広葉樹類は若い年齢では一般に、萌芽力が強いので薪炭林の場合はほとんど
が萌芽更新によっている。
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